
～ 令和5年9月29日

契 約 金 額 24,200,000円

改善項目 視点

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

⑤ニーズ把握のための
業者等からの聴き取り

実効的な改善策を
講じるための事業者
側の事情の把握

前回２者にヒアリングを実施し、今回新たに２者にヒアリングを実施した。

どの事業者のヒアリング結果も同じ内容であり、１者応札の要因は絞り込まれ、現時点での事業者のニー
ズは把握・特定されているため、ヒアリングの拡大による改善は期待できない。

③参入機会を確保する
ための公告期間の見直
し

公告期間の延長等

標準的な公告期間より13日多い23日間とした。（標準的な公告期間は10日間、土日祝祭日含まず）

事業者ヒアリングにおいて延長要望も無かったため、これ以上の期間延長による効果は期待できないと考
える。

④公告の認知機会を確
保するための周知方法
の改善

公告媒体の拡大、
声掛け等

過去の同種工事の入札参加経験者への声掛けを行った。

他本部の類似工事の入札参加経験者にも声掛けの範囲を拡大する。

②新規事業者に配慮し
た準備期間の十分な確
保

引継期間・習熟期
間・人員確保期間の
確保

履行期間に準備期間を含めて設定した。

履行期間に準備期間を含んではいるものの、事業者ヒアリングにおいて人員の確保がネックとの意見も
あったことから、準備期間を延長することとする。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （株）庭研

予 定 価 格 24,677,400円

落 札 率 98.07%

１者応札・応募の原因検証及び次回改善策

①参入を妨げない最大
限の工夫

参加資格・仕様書の
見直し等

競争参加資格として求めているフェンス設置工事の実績エリアを東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県の市
街地（DID地区）から、市街地（DID地区）に見直した。

これ以上改善策を講じることは困難と考える。

契 約 内 容
東日本都市再生本部の管理する用地等において、維持（草刈り等）、安全性の向上（バリケード設置等）、
その他（粉塵対策等）を行う工事

契 約 締 結 日 令和4年9月30日

履 行 期 間 令和4年10月1日

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和４・５年度東日本都市再生本部用地管理工事

１者応札・応募事案フォローアップ票

発 注 担 当 部 署 名 東日本都市再生本部 基盤整備計画部 基盤統括課

入 札 及 び 契 約 方 式 詳細条件審査型一般競争入札／単価契約方式
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～ 令和5年3月24日

契 約 金 額 14,630,000円

改善項目 視点

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

契 約 の 件 名 及 び 数 量 工事中交通マネジメントの導入効果等に関する検討業務

１者応札・応募事案フォローアップ票

発 注 担 当 部 署 名 本社　都市再生部　都市基盤調整室　関連公共施設課

入 札 及 び 契 約 方 式 一般競争入札（総合評価方式）価格点：技術点＝30：60

契 約 内 容
本業務は、工事中交通マネジメントに関する課題等の整理、当マネジメントに係るデジタル技術の活用方
策の検討、シミュレーションモデルの構築、当マネジメント導入効果の評価方法の検討等を実施する業務
である。

契 約 締 結 日 令和4年8月2日

履 行 期 間 令和4年8月3日

②新規事業者に配慮し
た準備期間の十分な確
保

引継期間・習熟期
間・人員確保期間の
確保

履行期間に準備期間を含んでおり、十分な期間を確保しているため未実施。

この項目については、事業者からの改善を求める意見はなかった。
準備期間が十分に確保されており、これ以上の延長は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （株）福山コンサルタント

予 定 価 格 15,070,000円

落 札 率 97.08%

１者応札・応募の原因検証及び次回改善策

①参入を妨げない最大
限の工夫

参加資格・仕様書の
見直し等

受付期間中に過年度業務の成果である工事中交通マネジメントのガイドラインを閲覧できるようにしたほ
か、今年度業務ではデジタル技術の導入検討が主な業務内容であることを記載することで、公募参加者に
とって参入しやすい仕様書になるよう見直した。

公募参加者にとってより分かりやすい仕様書の作成に努める。

③参入機会を確保する
ための公告期間の見直
し

公告期間の延長等

過去より標準的な公告期間を設定しているため未実施。

周知期間が十分に確保されており、これ以上の延長は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

④公告の認知機会を確
保するための周知方法
の改善

公告媒体の拡大、
声掛け等

過去に参加意向等を示した事業者に声掛けを実施。

過去に参加意向等を示した事業者への声掛けに加え、関係する学会の学会誌への掲載などを通じた周知
を図る。

⑤ニーズ把握のための
業者等からの聴き取り

実効的な改善策を
講じるための事業者
側の事情の把握

過去に当室の入札に参加したことのある２者にヒアリングを実施した。

ヒアリングした事業者からは、業務内容に精通する人員及び体制の確保が困難であったとのことであった。
１者応札の要因は絞り込まれ、現時点での事業者のニーズは把握・特定されているが、引続き事業者の意
見の聴取に努める。
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～ 令和6年3月31日

契 約 金 額 29,150,000円

改善項目 視点

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和４・５年度土木・造園工事積算要領等改定その他業務

１者応札・応募事案フォローアップ票

発 注 担 当 部 署 名 技術・コスト管理部 都市再生設計課

入 札 及 び 契 約 方 式 一般競争入札（総合評価方式）価格点：技術点＝1：2

契 約 内 容
本業務は、都市再生機構の土木・造園工事積算で使用する土木・造園工事積算要領等を改定するととも
に、土木・造園工事積算システムの登録データを修正する業務である。又、積算に関する問い合わせ対応
支援等も実施する業務である。

契 約 締 結 日 令和4年8月2日

履 行 期 間 令和4年8月3日

②新規事業者に配慮し
た準備期間の十分な確
保

引継期間・習熟期
間・人員確保期間の
確保

履行期間に準備期間を含んでおり、十分な期間を確保しているため未実施。

準備期間が十分に確保されており、これ以上の延長は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （株）ＵＲリンケージ

予 定 価 格 30,118,000円

落 札 率 96.79%

１者応札・応募の原因検証及び次回改善策

①参入を妨げない最大
限の工夫

参加資格・仕様書の
見直し等

参加資格の業務実績対象を複数に変更し、対象を広げた。

上記の検証を行った結果、これ以上改善策を講じることは困難と考える。

③参入機会を確保する
ための公告期間の見直
し

公告期間の延長等

過去より標準的な公告期間を長く設定しているため未実施。

周知期間が十分に確保されており、これ以上の延長は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

④公告の認知機会を確
保するための周知方法
の改善

公告媒体の拡大、
声掛け等

過去の類似業務の入札参加経験者や過去に問い合わせのあった者に、入札がある旨周知した。

入札に関する認知は十分されており、周知方法の工夫による１者応札の改善は期待できない。

⑤ニーズ把握のための
業者等からの聴き取り

実効的な改善策を
講じるための事業者
側の事情の把握

前回２者にヒアリングを実施し、今回新たに１者追加ヒアリングを実施した。

どの事業者のヒアリング結果も同じ内容であり、１者応札の要因は絞り込まれ、現時点での事業者のニー
ズは把握・特定されているが、引き続き事業者への意見の聴取に努める。
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～ 令和5年2月28日

契 約 金 額 8,415,000円

改善項目 視点

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

⑤ニーズ把握のための
業者等からの聴き取り

実効的な改善策を
講じるための事業者
側の事情の把握

過去の入札参加経験者２者のうち入札に応じなかった者１社へのヒアリングを実施した。

公募開始時に声掛けの範囲を拡大する等、入札に参加する社を増やせるよう努める。

③参入機会を確保する
ための公告期間の見直
し

公告期間の延長等

標準的な公告期間を設定しているため未実施。

周知期間が十分に確保されており、これ以上の延長は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

④公告の認知機会を確
保するための周知方法
の改善

公告媒体の拡大、
声掛け等

過去の入札参加経験者や過去に問い合わせのあった者に、入札がある旨周知した。

類似業務等を含め、声掛けの範囲を拡大する。

②新規事業者に配慮し
た準備期間の十分な確
保

引継期間・習熟期
間・人員確保期間の
確保

履行期間に準備期間を含んでおり、十分な期間を確保しているため未実施。

準備期間が十分に確保されており、これ以上の延長は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 ＵＲリンケージ・日本工営設計共同体

予 定 価 格 8,459,000円

落 札 率 99.48%

１者応札・応募の原因検証及び次回改善策

①参入を妨げない最大
限の工夫

参加資格・仕様書の
見直し等

海外業務を遂行するにあたり、これまでは現地スタッフの配置要件を仕様書上で「現地スタッフの継続的配
置」としていたが、業務期間中のスタッフ継続配置が大きな負担となる可能性がある。また、実態としては
業務中の必要なタイミングでスタッフが確保できれば良いことから、継続配置は求めないこととした。
業務内容（仕様書）の一部見直しを実施した。

上記内容については応募参加の者を増やすため、継続して実施したい。
事業者ヒアリングの結果、参加資格や仕様書に関する見直し等の要望はなく、これ以上の改善策を講じる
ことは困難と考える。

契 約 内 容
本業務は日本企業がカンボジア王国プノンペン都及び周辺地域における都市開発事業に参画する上での
課題及び解決策を見出すことを目的に当該事業に関する情報収集等を実施する。

契 約 締 結 日 令和4年8月4日

履 行 期 間 令和4年8月5日

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和４年度カンボジア王国における情報収集等業務

１者応札・応募事案フォローアップ票

発 注 担 当 部 署 名 本社　海外展開支援部　事業支援課

入 札 及 び 契 約 方 式 一般競争入札（総合評価方式）価格点：技術点＝30：60
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～ 令和5年10月27日

契 約 金 額 22,000,000円

改善項目 視点

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

⑤ニーズ把握のための
業者等からの聴き取り

実効的な改善策を
講じるための事業者
側の事情の把握

これまでと同様に類似する業務に参加した業者へヒアリングを行った。

上記の検証を踏まえて、ヒアリングの対象範囲を拡大するように努める。

③参入機会を確保する
ための公告期間の見直
し

公告期間の延長等

標準的な公告期間より2日多い12日間とした。

さらに公告期間を延長し、参入機会確保に努める。

④公告の認知機会を確
保するための周知方法
の改善

公告媒体の拡大、
声掛け等

過去に競争参加した業者や類似する業務に参加した業者に周知を行うこととした。

過去に問い合わせのあった者へも周知する等、声掛けの範囲拡大に努める。

②新規事業者に配慮し
た準備期間の十分な確
保

引継期間・習熟期
間・人員確保期間の
確保

履行期間に準備期間を含んでおり、十分な期間を確保しているため未実施。

引き続き、準備期間を考慮した工期とする。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （株）URリンケージ

予 定 価 格 22,753,500円

落 札 率 96.69%

１者応札・応募の原因検証及び次回改善策

①参入を妨げない最大
限の工夫

参加資格・仕様書の
見直し等

参加資格要件（同種業務・類似業務の緩和）を 見直した。

上記の検証を行った結果、これ以上改善策を講じることは困難と考える。

契 約 内 容
地域医療福祉拠点化に関連する基礎情報等を体系的に整理し、一元的に管理できるデータベースの策
定、システムの構築を行うものとする。また、拠点化団地関連データ更新に係る業務、地域医療福祉に関
連する各種統計調査の実施状況把握を行うもの。

契 約 締 結 日 令和4年8月26日

履 行 期 間 令和4年8月27日

契 約 の 件 名 及 び 数 量  ＵＲ賃貸住宅における地域医療福祉拠点化団地の基礎情報等一元化検討その他業務

１者応札・応募事案フォローアップ票

発 注 担 当 部 署 名 ウェルフェア総合戦略部戦略推進課

入 札 及 び 契 約 方 式 一般競争入札（総合評価方式）価格点：技術点＝30：60
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～ 令和5年1月31日

契 約 金 額 3,520,000円

改善項目 視点

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和4年度技術的な総合力向上に資する研修実施補助業務

１者応札・応募事案フォローアップ票

発 注 担 当 部 署 名 本社　技術・コスト管理部　企画課

入 札 及 び 契 約 方 式 一般競争入札（総合評価方式）価格点：技術点＝３０：６０

契 約 内 容

（１）研修の実施補助
　・研修の講義資料作成等を実施
　・研修当日の運営補助を実施
（２）研修動画の撮影・編集
　・当日研修の動画撮影及び編集
（３）報告書等の作成
　・実施した研修を踏まえた次年度の研修プログラム（案）の作成
　・研修の実施状況等を取りまとめた報告書の作成

契 約 締 結 日 令和4年9月15日

履 行 期 間 令和4年9月16日

②新規事業者に配慮し
た準備期間の十分な確
保

引継期間・習熟期
間・人員確保期間の
確保

準備期間が十分に確保されており、更なる延長は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考えたため、
特段の改善策は講じていない。

上記に同じ。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （株）アークポイント

予 定 価 格 4,526,500円

落 札 率 77.76%

１者応札・応募の原因検証及び次回改善策

①参入を妨げない最大
限の工夫

参加資格・仕様書の
見直し等

特記仕様書における業務内容を詳細に記載、管理技術者の対象資格要件を緩和することにより、新規事
業者の参入機会拡大を図った。
前回業務の成果品を閲覧に供することで、新規事業者への情報提供を強化した。

必要な人員の確保のしやすさを向上させるため、特記仕様書における業務内容の記載をより充実させる。
管理技術者の資質・能力を担保するため、対象資格要件の更なる緩和は困難と考える。

③参入機会を確保する
ための公告期間の見直
し

公告期間の延長等

周知期間が十分に確保されており、更なる延長は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考えたため、
前回公募と同等に、標準的な公告期間より１日多い11日間を確保した。（標準的な公告期間は10日間、土
日祝祭日を含まず）

これまでと同等に、標準的な公告期間より１日多い11日間を確保する。
（標準的な公告期間は10日間、土日祝祭日を含まず）

④公告の認知機会を確
保するための周知方法
の改善

公告媒体の拡大、
声掛け等

今回の公告に合わせて、前回フォローアップにてヒアリングした事業者にも声掛けをを行った。

事業者からの認知を拡げるため、声掛けの範囲を更に拡大する。

⑤ニーズ把握のための
業者等からの聴き取り

実効的な改善策を
講じるための事業者
側の事情の把握

これまでと同様に引き続き２者にヒアリングを実施した。

どの事業者のヒアリング結果も同じ内容であり、１者応札の要因は絞り込まれ、現時点での事業者のニー
ズは把握・特定されているため、ヒアリングの拡大による改善は期待できない。
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～ 令和5年3月10日

契 約 金 額 13,200,000円

改善項目 視点

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

⑤ニーズ把握のための
業者等からの聴き取り

実効的な改善策を
講じるための事業者
側の事情の把握

前回２者にヒアリングを実施し、今回も仕様書受領の２者にヒアリングを実施した。

どの事業者のヒアリング結果も他業務との兼ね合いによる人員確保の問題であり、１者応札の要因は絞り
込まれているが、引続き事業者の意見の聴取に努める。

③参入機会を確保する
ための公告期間の見直
し

公告期間の延長等

過去より標準的な公告期間を設定しているため未実施。

事業者の意見からも周知期間が十分に確保されている認識であり、これ以上の延長は業務の遅延を招く
おそれがあるため困難と考える。

④公告の認知機会を確
保するための周知方法
の改善

公告媒体の拡大、
声掛け等

事業者から十分に認知されているため未実施。

入札に関する認知は十分されており、周知方法の工夫による１者応札の改善は期待できない。

②新規事業者に配慮し
た準備期間の十分な確
保

引継期間・習熟期
間・人員確保期間の
確保

履行期間に準備期間を含んでおり、十分な期間を確保しているため未実施。

事業者の意見からも準備期間が十分に確保されている認識であり、これ以上の延長は業務の遅延を招く
おそれがあるため困難と考える。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 パシフィックコンサルタンツ（株）

予 定 価 格 14,916,000円

落 札 率 88.50%

１者応札・応募の原因検証及び次回改善策

①参入を妨げない最大
限の工夫

参加資格・仕様書の
見直し等

業務内容をより具体的な記載に見直し、公募参加者にとってより分かりやすい仕様書となるよう見直した。

上記の検証を行った結果、これ以上改善策を講じることは困難と考えるが、引き続き具体的に言及できる
事項については可能な範囲で記載を行う。

契 約 内 容
本業務は、当該エリアの都市構造の改変にあわせたまちづくりについて、交通量等にかかる各種調査・検
討を行うとともに、基盤施設計画等の作成を行うことを目的とする。

契 約 締 結 日 令和4年7月15日

履 行 期 間 令和4年7月16日

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和４年度多摩地域の主要交通結節駅における基盤施設計画等検討業務

１者応札・応募事案フォローアップ票

発 注 担 当 部 署 名 東日本都市再生本部　事業企画部　事業企画第1課

入 札 及 び 契 約 方 式 簡易公募型競争入札方式に準じた手続（総合評価方式）価格点：技術点＝1:2
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～ 令和5年3月10日

契 約 金 額 7,480,000円

改善項目 視点

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和４年度東京都城東エリアの鉄道駅周辺市街地におけるまちづくりの推進方策検討業務

１者応札・応募事案フォローアップ票

発 注 担 当 部 署 名 東日本都市再生本部　事業企画部　事業企画第1課

入 札 及 び 契 約 方 式 簡易公募型競争入札方式に準じた手続（総合評価方式）価格点：技術点＝1:2

契 約 内 容
本業務は当地区の更なる魅力向上や居住環境の向上に向けて、関係者の意向を踏まえたまちの将来像
を検証し、その実現方策及び事業化検討を行う

契 約 締 結 日 令和4年8月5日

履 行 期 間 令和4年8月6日

②新規事業者に配慮し
た準備期間の十分な確
保

引継期間・習熟期
間・人員確保期間の
確保

履行期間に準備期間を含んでおり、十分な期間を確保しているため未実施。

準備期間が十分に確保されており、これ以上の延長は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （株）日建設計

予 定 価 格 7,887,000円

落 札 率 94.84%

１者応札・応募の原因検証及び次回改善策

①参入を妨げない最大
限の工夫

参加資格・仕様書の
見直し等

受付期間中に過年度の調査報告書を閲覧できることとし、経緯の把握を容易にした。

上記の検証を行った結果、これ以上改善策を講じることは困難と考える。

③参入機会を確保する
ための公告期間の見直
し

公告期間の延長等

過去より標準的な公告期間を設定しているため未実施。

周知期間が十分に確保されており、これ以上の延長は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

④公告の認知機会を確
保するための周知方法
の改善

公告媒体の拡大、
声掛け等

過去の類似業務の入札参加経験者や過去に問い合わせのあった者に、入札がある旨周知した。

他地区の類似業務実施者など、範囲を広げて声掛けを実施する。

⑤ニーズ把握のための
業者等からの聴き取り

実効的な改善策を
講じるための事業者
側の事情の把握

同業他社２者にヒアリングを実施した。

事業者からの改善を求める意見はなかったが、引続き事業者の意見の聴取に努める。
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～ 令和5年3月17日

契 約 金 額 6,930,000円

改善項目 視点

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和４年度東京都内ターミナル駅周辺地区の市街地再開発事業に係る評価・補償検討業務

１者応札・応募事案フォローアップ票

発 注 担 当 部 署 名 東日本都市再生本部　事業企画部　事業企画第２課

入 札 及 び 契 約 方 式 簡易公募型競争入札方式に準じた手続き（履行体制確認型総合評価方式）価格点：技術点＝１：２

契 約 内 容
本業務は、当機構が指定する東京都内ターミナル駅周辺地区において、地方公共団体や地元地権者が抱
えるまちづくり上の課題やまちの特徴を把握するとともに、市街地再開発事業等による面整備を念頭に、
資産評価及び補償に係る検討等を行い、当該地区の事業化可能性を検証することを目的とする。

契 約 締 結 日 令和4年8月23日

履 行 期 間 令和4年8月24日

②新規事業者に配慮し
た準備期間の十分な確
保

引継期間・習熟期
間・人員確保期間の
確保

履行期間に準備期間を含んでおり、十分な期間を確保しているため未実施。

この項目については、事業者からの改善を求める意見はなかった。
事業進捗上、当該期間での発注が必要なため、これ以上の延長は業務の遅延を招くおそれがあるため困
難と考える。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （一財）日本不動産研究所

予 定 価 格 7,337,000円

落 札 率 94.45%

１者応札・応募の原因検証及び次回改善策

①参入を妨げない最大
限の工夫

参加資格・仕様書の
見直し等

業務内容の一部見直しに合わせて、完了業務実績要件を一部緩和した。

完了業務実績要件については、業務の性質上これ以上の要件緩和等の改善策を講じることは困難と考え
る。
仕様書記載内容については、業務の性質上これ以上の改善策を講じることは困難と考える。

③参入機会を確保する
ための公告期間の見直
し

公告期間の延長等

標準的な公告期間を確保しているため未実施。

この項目については、事業者からの改善を求める意見はなかった。
周知期間が十分に確保されており、これ以上の延長は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

④公告の認知機会を確
保するための周知方法
の改善

公告媒体の拡大、
声掛け等

一定程度認知されていると考えるが、さらなる認知機会確保のため、掲示期間における事業者への声掛け
を実施した。

入札に関して更なる認知を図るため、声掛けの範囲を拡大する。

⑤ニーズ把握のための
業者等からの聴き取り

実効的な改善策を
講じるための事業者
側の事情の把握

前々回２者、加えて前回２者にヒアリングを実施し、今回新たに２者にヒアリングを実施した。

引続き事業者の意見の聴取に努める。
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～ 令和5年3月10日

契 約 金 額 8,800,000円

改善項目 視点

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和4年度東京都心部のターミナル駅周辺における都市再生実現方策検討業務

１者応札・応募事案フォローアップ票

発 注 担 当 部 署 名 東日本都市再生本部　事業企画部　事業企画第１課

入 札 及 び 契 約 方 式 簡易公募型競争入札方式に準じた手続（総合評価方式）価格点：技術点＝1:2

契 約 内 容
本業務は、本検討地区のまちづくりビジョンに示された目指すべき将来像の実現に向けたまちづくり推進方
策の検討を目的としており、まちづくり事業展開方策の検討、まちづくり推進に係る会議等の資料作成支援
が主な業務内容である。

契 約 締 結 日 令和4年9月14日

履 行 期 間 令和4年9月15日

②新規事業者に配慮し
た準備期間の十分な確
保

引継期間・習熟期
間・人員確保期間の
確保

履行期間に準備期間を含んでおり、十分な期間を確保しているため未実施。

この項目については、事業者からの改善を求める意見はなかった。準備期間が十分に確保されており、こ
れ以上の延長は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 (株）日建設計

予 定 価 格 9,493,000円

落 札 率 92.70%

１者応札・応募の原因検証及び次回改善策

①参入を妨げない最大
限の工夫

参加資格・仕様書の
見直し等

仕様書には必要と思われる内容は記載しており、また、参加条件の緩和は業務の質の低下を招く恐れが
あるため未実施。

この項目については、事業者からの改善を求める意見はなかった。
これ以上の参加条件の緩和は業務の質の低下を招く恐れがあるため困難と考える。

③参入機会を確保する
ための公告期間の見直
し

公告期間の延長等

過去より標準的な公告期間を長く設定している。（標準的な説明書交付期間10日、R3年度12日、R4年度は
13日間確保）

事業者へのヒアリングにおいて、人員不足のため技術提案書の作成が困難であったという意見があったこ
とを踏まえ、より多くの事業者に周知をするとともに、技術提案書作成のための時間を確保するために可能
な範囲で公告期間を標準より長く設定することを検討する。

④公告の認知機会を確
保するための周知方法
の改善

公告媒体の拡大、
声掛け等

令和3年度以降の本業務の仕様書配布業者に対し、今回の業務が開始した旨を周知した。事業者からは
周知方法の改善の要望はなかった。

入札に関して更なる認知を図るため、声掛けの範囲を拡大する。

⑤ニーズ把握のための
業者等からの聴き取り

実効的な改善策を
講じるための事業者
側の事情の把握

前回2者にヒアリングを実施し、今回新たに2者にヒアリングを実施した。どの事業者も、業務内容や対象地
区に精通する人員及び体制の確保が困難と判断したと考えられ、1者応札の要因は絞り込まれていると考
える。

現時点で事業者のニーズは把握・特定されているが、引続き事業者の意見の聴取に努める。
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～ 令和5年9月30日

契 約 金 額 22,165,000円

改善項目 視点

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

⑤ニーズ把握のための
業者等からの聴き取り

実効的な改善策を
講じるための事業者
側の事情の把握

公募検討段階で、同様・類似の業務を受注している業者３者にヒアリングを行った。

ヒアリングを行った業者から「遠隔地への移動など実施体制が確保できるか懸念がある。」との不安が示さ
れ、結果として当該業者の応札はなかった。
次回以降は、リモート会議等を活用した遠隔地への移動負担軽減等を検討する。

③参入機会を確保する
ための公告期間の見直
し

公告期間の延長等

④公告の認知機会を確
保するための周知方法
の改善

公告媒体の拡大、
声掛け等

申請期間を増やすため、掲示から参加表明書の提出までの期間を増やした。
【前回５営業日、今回10営業日】

周知期間は十分に確保されており、これ以上の延長は業務の遅延を招く。

過去に同様・類似の業務を受注している業者への声掛けを複数者に行った。

更なる認知を図るため、過去の同様・類似業務の受注者に加えて、入札参加者、仕様書の受領者等まで
幅を広げた声掛けを実施する。

１者応札・応募の原因検証及び次回改善策

①参入を妨げない最大
限の工夫

参加資格・仕様書の
見直し等

②新規事業者に配慮し
た準備期間の十分な確
保

引継期間・習熟期
間・人員確保期間の
確保

参加資格は業務の履行に必要な資格と業務実績としており、参加資格の緩和は業務の質の低下を招く恐
れがあるため未実施。

上記の再検証を行った結果、これ以上改善策を講じることは困難と考える。

業務実施体制を整える準備期間を確保するため、特定から業務着手までの期間を増やした。
【前回「17日」、今回「22日」】

準備期間は十分に確保されており、これ以上の延長は業務の遅延を招く。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

予 定 価 格

落 札 率 92.77%

ランドブレイン（株）

23,892,000円

契 約 内 容

契 約 締 結 日

履 行 期 間 令和4年9月30日

大熊町大野駅西地区におけるまちづくりの促進に資する条件等整理を円滑に推進するために、次に掲げ
る業務を行う
①大野駅西地区商業施設の開発における整備から運営までに決定及び確定が必要な内容の整理
②大熊町の求めるまちづくりに適した商業施設整備の手法検討とその実施に向けた助言
③大熊町商業施設の整備に関する事業者公募の実施に向けた協力

令和4年9月29日

１者応札・応募事案フォローアップ票

発 注 担 当 部 署 名

入 札 及 び 契 約 方 式

契 約 の 件 名 及 び 数 量

東北震災復興支援本部　福島復興支援部　建築計画課

簡易公募型プロポーザル方式に準じた手続

下野上一団地区域内商業施設まちづくり条件等整理業務
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～ 令和5年4月30日

契 約 金 額 9,790,000円

改善項目 視点

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

⑤ニーズ把握のための
業者等からの聴き取り

実効的な改善策を
講じるための事業者
側の事情の把握

類似業務を実施している事業者2者にヒアリングを実施した。

どの事業者のヒアリング結果も同じ内容であり、１者応札の要因は絞り込まれ、現時点での事業者のニー
ズは把握・特定されているため、ヒアリングの拡大による改善は期待できない。

③参入機会を確保する
ための公告期間の見直
し

公告期間の延長等

標準的な公告期間より３日多い13日間とした。（標準的な公告期間は10日間、土日祝祭日含まず）

これまで公告期間を13営業日設けていたが、さらに＋２営業日確保することとする。

④公告の認知機会を確
保するための周知方法
の改善

公告媒体の拡大、
声掛け等

過去の類似業務の入札参加経験者や過去に問い合わせのあった者に、入札がある旨周知した。

ヒアリング実施事業者から認知されていなかったため、声掛けの範囲を拡大する。

②新規事業者に配慮し
た準備期間の十分な確
保

引継期間・習熟期
間・人員確保期間の
確保

今回新たに契約締結から業務着手までに準備期間(２か月）を設け、業務実施体制を整える準備期間の確
保を行った。

準備期間が十分に確保されており、これ以上の延長は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （株）電通

予 定 価 格 9,823,000円

落 札 率 99.66%

１者応札・応募の原因検証及び次回改善策

①参入を妨げない最大
限の工夫

参加資格・仕様書の
見直し等

過去に実施済（受付期間中に過年度の調査報告書を閲覧できることとし、経緯の把握を容易にしている）。

上記の検証を行った結果、これ以上改善策を講じることは困難と考える。

契 約 内 容
本業務は郊外住宅団地の現代における価値を見出し、新たな住まい手に選んでもらうまちにするためにエ
リアブランディング手法を用い、エリア内におけるUR賃貸住宅の価値向上に活かす方策を検討することを
目的とする業務

契 約 締 結 日 令和4年9月26日

履 行 期 間 令和4年9月27日

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和４年度千葉エリアにおける地域資源を活用した地域ブランディング検討業務

１者応札・応募事案フォローアップ票

発 注 担 当 部 署 名 東日本賃貸住宅本部　東京東・千葉エリア再生部　ストック再生課

入 札 及 び 契 約 方 式 一般競争入札（総合評価方式）価格点：技術点＝30：60
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～ 令和5年3月31日

契 約 金 額 7,370,000円

改善項目 視点

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

⑤ニーズ把握のための
業者等からの聴き取り

実効的な改善策を
講じるための事業者
側の事情の把握

同様の設計業務を受注している社にヒアリングを実施。

どの社も人手不足という理由であるため、ヒアリング対象の拡大による改善は期待できない。

③参入機会を確保する
ための公告期間の見直
し

公告期間の延長等

公募から申請書提出までの期間を10営業日とした。

参入機会を確保するため、15営業日に期間を延長する。

④公告の認知機会を確
保するための周知方法
の改善

公告媒体の拡大、
声掛け等

HP掲示後に建設コンサルタント数社に声掛けを実施。

掲示されていることを知らない社もいたため、次回も実施予定。

②新規事業者に配慮し
た準備期間の十分な確
保

引継期間・習熟期
間・人員確保期間の
確保

継続性を求められる業務のため準備期間等の確保は未実施。

次回も今回と同様の条件とする予定。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 太洋建設コンサルタント（株）

予 定 価 格 7,549,300円

落 札 率 97.62%

１者応札・応募の原因検証及び次回改善策

①参入を妨げない最大
限の工夫

参加資格・仕様書の
見直し等

仕様書には必要と思われる内容は記載しており、また、参加条件の緩和は業務の質の低下を招く恐れが
あるため緩和は行わなかった。

次回も今回と同様の参加条件とする予定。

契 約 内 容
平成30年度九大箱崎南地区都市計画道路等実施設計業務、平成31年度九大箱崎南地区都市計画道路
等実施設計業務、九大箱崎南地区都市計画道路築造その他工事(その３)及び九大箱崎南地区都市計画
道路築造その他工事(その４)に係る修正設計業務である。

契 約 締 結 日 令和4年7月20日

履 行 期 間 令和4年7月21日

契 約 の 件 名 及 び 数 量 R４年度九大箱崎南地区都市計画道路等修正設計業務

１者応札・応募事案フォローアップ票

発 注 担 当 部 署 名 九州支社　住宅経営部　環境整備課

入 札 及 び 契 約 方 式 一般競争入札（総合評価方式）価格点：技術点＝３０：６０
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～ 令和5年3月31日

契 約 金 額 7,370,000円

改善項目 視点

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

⑤ニーズ把握のための
業者等からの聴き取り

実効的な改善策を
講じるための事業者
側の事情の把握

同様の設計業務を受注している社にヒアリングを実施。

どの社も人手不足という理由であるため、ヒアリング対象の拡大による改善は期待できない。

③参入機会を確保する
ための公告期間の見直
し

公告期間の延長等

公募から申請書提出までの期間を10営業日とした。

参入機会を確保するため、15営業日に期間を延長する。

④公告の認知機会を確
保するための周知方法
の改善

公告媒体の拡大、
声掛け等

HP掲示後に建設コンサルタント数社に声掛けを実施。

掲示されていることを知らない社もいたため、次回も実施予定。

②新規事業者に配慮し
た準備期間の十分な確
保

引継期間・習熟期
間・人員確保期間の
確保

継続性を求められる業務のため準備期間等の確保は未実施。

次回も今回と同様の条件とする予定。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 太洋建設コンサルタント（株）

予 定 価 格 7,565,800円

落 札 率 97.41%

１者応札・応募の原因検証及び次回改善策

①参入を妨げない最大
限の工夫

参加資格・仕様書の
見直し等

仕様書には必要と思われる内容は記載しており、また、参加条件の緩和は業務の質の低下を招く恐れが
あるため緩和は行わなかった。

次回も今回と同様の参加条件とする予定。

契 約 内 容
平成30年度九大箱崎南地区都市計画道路等実施設計業務、平成31年度九大箱崎南地区都市計画道路
等実施設計業務、九大箱崎南地区都市計画道路築造その他工事（その３）及び九大箱崎南地区都市計画
道路築造その他工事（その４）における電線共同溝の修正設計である。

契 約 締 結 日 令和4年7月22日

履 行 期 間 令和4年7月23日

契 約 の 件 名 及 び 数 量 R４年度九大箱崎南地区電線共同溝修正設計業務

１者応札・応募事案フォローアップ票

発 注 担 当 部 署 名 九州支社　住宅経営部　環境整備課

入 札 及 び 契 約 方 式 一般競争入札（総合評価方式）価格点：技術点＝３０：６０
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～ 令和5年7月31日

契 約 金 額 15,911,900円

改善項目 視点

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

⑤ニーズ把握のための
業者等からの聴き取り

実効的な改善策を
講じるための事業者
側の事情の把握

前回１者にヒアリングを実施し、今回新たに２者にヒアリングを実施した。

どの事業者のヒアリング結果も同じ内容であり、１者応札の要因は絞り込まれ、現時点での事業者のニー
ズは把握・特定されているため、ヒアリングの拡大による改善は期待できない。

③参入機会を確保する
ための公告期間の見直
し

公告期間の延長等

公告期間を前回より10日多い20日間とした。（土日祝祭日含まず）

周知期間が十分に確保されており、これ以上の延長は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

④公告の認知機会を確
保するための周知方法
の改善

公告媒体の拡大、
声掛け等

前回までは前々回までの入札に参加した事業者への声掛けを実施していたが、今回は過去の類似業務の
入札参加経験がある者に拡大して公示情報を提供した。

公示情報の提供範囲の更なる拡大を検討する。

②新規事業者に配慮し
た準備期間の十分な確
保

引継期間・習熟期
間・人員確保期間の
確保

履行期間に準備期間を含んでおり、十分な期間を確保しているため未実施。

準備期間が十分に確保されており、これ以上の延長は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （一財）日本不動産研究所

予 定 価 格 24,752,200円

落 札 率 64.28%

１者応札・応募の原因検証及び次回改善策

①参入を妨げない最大
限の工夫

参加資格・仕様書の
見直し等

過去に実施済。（不動産鑑定士の人数の見直しを行っている。）

事業者ヒアリングを実施したところ、評価基準の緩和の要望があった。
これを受け、評価基準の緩和を検討することとする。

契 約 内 容 団地の賃貸住宅等の賃料等を調査する業務

契 約 締 結 日 令和4年8月1日

履 行 期 間 令和4年8月1日

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和４年度賃貸住宅等に係る比準賃料調査等業務

１者応札・応募事案フォローアップ票

発 注 担 当 部 署 名 九州支社　住宅経営部　経営課

入 札 及 び 契 約 方 式 一般競争入札（総合評価方式）価格点：技術点＝１：１

15/29ページ



～ 令和5年6月30日

契 約 金 額 6,400,000円

改善項目 視点

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

⑤ニーズ把握のための
業者等からの聴き取り

実効的な改善策を
講じるための事業者
側の事情の把握

これまでと同様に類似する業務に参加した業者へヒアリングを行った。

上記の検証を踏まえて、ヒアリングの対象範囲を拡大するように努める。

③参入機会を確保する
ための公告期間の見直
し

公告期間の延長等

過去より土日を除く10日間だった広告期間を土日を除く15日に延長していた。

引き続き公告期間を15日とすることを継続。（業務スケジュールよりこれ以上の延長は遅延を招く恐れがあ
る）

④公告の認知機会を確
保するための周知方法
の改善

公告媒体の拡大、
声掛け等

過去の類似業務の入札参加者に、入札がある旨周知した。

類似業務を実施している事業者を把握し、声掛けの範囲拡大に努める。

②新規事業者に配慮し
た準備期間の十分な確
保

引継期間・習熟期
間・人員確保期間の
確保

履行期間に準備期間を含んでおり、十分な期間を確保しているため未実施。

準備期間が十分に確保されており、これ以上の延長は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （株）ダイスプロジェクト

予 定 価 格 7,084,000円

落 札 率 90.34%

１者応札・応募の原因検証及び次回改善策

①参入を妨げない最大
限の工夫

参加資格・仕様書の
見直し等

参加資格要件（同種業務・類似業務の緩和）を 見直した。

上記の検証を行った結果、これ以上改善策を講じることは困難と考える。

契 約 内 容

「UR賃貸住宅団地の地域の医療福祉拠点化」の実現に向けて、地域における医療福祉施設等の充実の
推進・多様な世代に対応した居住環境の整備推進・ミクストコミュニティの形成の推進を目指し、対象団地
において自治体・事業者等関係者の意向も踏まえた上で、共用部の利活用の実現性の高い方策の検討
や、コミュニティ形成を図るためのイベント等の実施を目的とするもの。

契 約 締 結 日 令和4年8月4日

履 行 期 間 令和4年8月5日

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和4年度地域医療福祉拠点化に資するコミュティ形成推進等業務

１者応札・応募事案フォローアップ票

発 注 担 当 部 署 名 九州支社　住宅経営部　ウェルフェア推進課

入 札 及 び 契 約 方 式 一般競争入札（総合評価方式）価格点：技術点＝30：60
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～ 令和5年3月31日

契 約 金 額 4,169,000円

改善項目 視点

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

⑤ニーズ把握のための
業者等からの聴き取り

実効的な改善策を
講じるための事業者
側の事情の把握

これまでと同様に類似する業務に参加した業者へヒアリングを行った。

上記の検証を踏まえて、ヒアリングの対象範囲を拡大するように努める。

③参入機会を確保する
ための公告期間の見直
し

公告期間の延長等

過去より土日を除く10日間だった公告期間を土日を除く15日に延長していた。

引き続き公告期間を15日とすることを継続。（業務スケジュールよりこれ以上の延長は遅延を招く恐れがあ
る）

④公告の認知機会を確
保するための周知方法
の改善

公告媒体の拡大、
声掛け等

過去の類似業務の入札参加経験者に、入札がある旨周知した。

類似業務を実施している事業者を把握し、声掛けの範囲拡大に努める。

②新規事業者に配慮し
た準備期間の十分な確
保

引継期間・習熟期
間・人員確保期間の
確保

履行期間に準備期間を含んでおり、十分な期間を確保しているため未実施。

準備期間が十分に確保されており、これ以上の延長は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （株）URリンケージ

予 定 価 格 4,444,000円

落 札 率 93.81%

１者応札・応募の原因検証及び次回改善策

①参入を妨げない最大
限の工夫

参加資格・仕様書の
見直し等

参加資格要件（同種業務・類似業務の緩和）を 見直した。

上記の検証を行った結果、これ以上改善策を講じることは困難と考える。

契 約 内 容

「UR賃貸住宅団地の地域の医療福祉拠点化」に着手済みの団地において形成に向けた必要な取組みを
勘案するための居住者実態調査（アンケート）及び各事業者との連携体制とその内容の検討及び、今後
「UR賃貸住宅団地の地域の医療福祉拠点化」に着手を検討している団地の基礎情報の整理や地域包括
エリアの各種施設の立地状況や今後の連携可能性を見据えた地域の活動状況の整理等、基礎的な方策
検討を実施するものである。

契 約 締 結 日 令和4年8月5日

履 行 期 間 令和4年8月6日

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和４年度地域医療福祉拠点化に資する基礎調査・方策検討等業務

１者応札・応募事案フォローアップ票

発 注 担 当 部 署 名 九州支社　住宅経営部　ウェルフェア推進課

入 札 及 び 契 約 方 式 一般競争入札（総合評価方式）価格点：技術点＝30：60
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～ 令和5年5月31日

契 約 金 額 116,820,000円

改善項目 視点

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

⑤ニーズ把握のための
業者等からの聴き取り

実効的な改善策を
講じるための事業者
側の事情の把握

（実施内容）機構の他のシステムの開発・改修を行っている2社へのヒアリングを行った。
（検証内容）他社が構築した既存システムの改修はシステムを習熟するための費用と時間がかかるため参
入が困難、というのが最大の要因と考えられる。

１者応札の要因は絞り込まれ、現時点での事業者のニーズは把握・特定されているため、ヒアリングの拡
大による改善は期待できない。

⑥その他の改善項目１

―

次回の発注において、現状分析を踏まえて、参加者の有無を確認する公募手続の試行採用も併せて検討
する。

③参入機会を確保する
ための公告期間の見直
し

公告期間の延長等

十分な期間（56日）を確保しているため未実施。

周知期間が十分に確保されており、これ以上の延長は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

④公告の認知機会を確
保するための周知方法
の改善

公告媒体の拡大、
声掛け等

公告媒体の拡大等による改善は想定できないため未実施。

十分に認知されており、１者応札の要因は別にあると考える。

②新規事業者に配慮し
た準備期間の十分な確
保

引継期間・習熟期
間・人員確保期間の
確保

履行期間に準備期間（1カ月間）を含んでおり、十分な期間を確保しているため未実施。

準備期間が十分に確保されており、これ以上の延長は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （株）ＵＲシステムズ

予 定 価 格 118,224,700円

落 札 率 98.81%

１者応札・応募の原因検証及び次回改善策

①参入を妨げない最大
限の工夫

参加資格・仕様書の
見直し等

仕様書には必要と思われる内容は記載しており、また、参加条件の緩和は業務の質の低下を招く恐れが
あると考える。

これ以上緩和すると、業務の質の低下を招く恐れがある。

契 約 内 容
令和5年稼働予定の家賃収納システムの開発に伴い、現行のHost収納システムの機能閉塞・バッチ処理
変更・データ連携先を家賃収納システムへ変更するための改修業務。

契 約 締 結 日 令和4年8月1日

履 行 期 間 令和4年8月2日

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和４年度収納システムの改修業務

１者応札・応募事案フォローアップ票

発 注 担 当 部 署 名 本社　総務部　情報システム再構築課

入 札 及 び 契 約 方 式 一般競争入札
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～ 令和5年5月31日

契 約 金 額 117,700,000円

改善項目 視点

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

⑤ニーズ把握のための
業者等からの聴き取り

実効的な改善策を
講じるための事業者
側の事情の把握

（実施内容）機構の他のシステムの開発・改修を行っている2社へのヒアリングを行った。
（検証内容）他社が構築した既存システムの改修はシステムを習熟するための費用と時間がかかるため参
入が困難、というのが最大の要因と考えられる。

１者応札の要因は絞り込まれ、現時点での事業者のニーズは把握・特定されているため、ヒアリングの拡
大による改善は期待できない。

⑥その他の改善項目１

―

次回の発注において、現状分析を踏まえて、参加者の有無を確認する公募手続の試行採用も併せて検討
する。

③参入機会を確保する
ための公告期間の見直
し

公告期間の延長等

十分な期間（56日）を確保しているため未実施。

周知期間が十分に確保されており、これ以上の延長は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

④公告の認知機会を確
保するための周知方法
の改善

公告媒体の拡大、
声掛け等

公告媒体の拡大等による改善は想定できないため未実施。

十分に認知されており、１者応札の要因は別にあると考える。

②新規事業者に配慮し
た準備期間の十分な確
保

引継期間・習熟期
間・人員確保期間の
確保

履行期間に準備期間（1カ月間）を含んでおり、十分な期間を確保しているため未実施。

準備期間が十分に確保されており、これ以上の延長は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （株）日立製作所

予 定 価 格 119,004,600円

落 札 率 98.90%

１者応札・応募の原因検証及び次回改善策

①参入を妨げない最大
限の工夫

参加資格・仕様書の
見直し等

仕様書には必要と思われる内容は記載しており、また、参加条件の緩和は業務の質の低下を招く恐れが
あると考える。

これ以上緩和すると、業務の質の低下を招く恐れがある。

契 約 内 容
令和5年稼働予定の家賃収納システムの開発に伴い、現行の募集管理システムのバッチ処理変更・データ
連携先を家賃収納システムに変更するための改修業務。

契 約 締 結 日 令和4年8月1日

履 行 期 間 令和4年8月2日

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和４年度募集管理システムの改修業務

１者応札・応募事案フォローアップ票

発 注 担 当 部 署 名 本社　総務部　情報システム再構築課

入 札 及 び 契 約 方 式 一般競争入札

19/29ページ



～ 令和5年5月31日

契 約 金 額 118,800,000円

改善項目 視点

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

⑤ニーズ把握のための
業者等からの聴き取り

実効的な改善策を
講じるための事業者
側の事情の把握

（実施内容）機構の他のシステムの開発・改修を行っている2社へのヒアリングを行った。
（検証内容）他社が構築した既存システムの改修はシステムを習熟するための費用と時間がかかるため参
入が困難、というのが最大の要因と考えられる。

１者応札の要因は絞り込まれ、現時点での事業者のニーズは把握・特定されているため、ヒアリングの拡
大による改善は期待できない。

⑥その他の改善項目１

―

次回の発注において、現状分析を踏まえて、参加者の有無を確認する公募手続の試行採用も併せて検討
する。

③参入機会を確保する
ための公告期間の見直
し

公告期間の延長等

十分な期間（56日）を確保しているため未実施。

周知期間が十分に確保されており、これ以上の延長は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

④公告の認知機会を確
保するための周知方法
の改善

公告媒体の拡大、
声掛け等

公告媒体の拡大等による改善は想定できないため未実施。

十分に認知されており、１者応札の要因は別にあると考える。

②新規事業者に配慮し
た準備期間の十分な確
保

引継期間・習熟期
間・人員確保期間の
確保

履行期間に準備期間（1カ月間）を含んでおり、十分な期間を確保しているため未実施。

準備期間が十分に確保されており、これ以上の延長は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （株）日立製作所

予 定 価 格 119,868,100円

落 札 率 99.11%

１者応札・応募の原因検証及び次回改善策

①参入を妨げない最大
限の工夫

参加資格・仕様書の
見直し等

仕様書には必要と思われる内容は記載しており、また、参加条件の緩和は業務の質の低下を招く恐れが
あると考える。

これ以上緩和すると、業務の質の低下を招く恐れがある。

契 約 内 容
令和5年稼働予定の家賃収納システムの開発に伴い、現行の新旧基幹系連携システムのバッチ処理変
更・データ連携先を家賃収納システムに変更するための改修業務。

契 約 締 結 日 令和4年8月1日

履 行 期 間 令和4年8月2日

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和４年度新旧基幹系連携システム等の改修業務

１者応札・応募事案フォローアップ票

発 注 担 当 部 署 名 本社　総務部　情報システム再構築課

入 札 及 び 契 約 方 式 一般競争入札
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～ 令和5年5月31日

契 約 金 額 115,500,000円

改善項目 視点

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

⑤ニーズ把握のための
業者等からの聴き取り

実効的な改善策を
講じるための事業者
側の事情の把握

（実施内容）機構の他のシステムの開発・改修を行っている2社へのヒアリングを行った。
（検証内容）他社が構築した既存システムの改修はシステムを習熟するための費用と時間がかかるため参
入が困難、というのが最大の要因と考えられる。

１者応札の要因は絞り込まれ、現時点での事業者のニーズは把握・特定されているため、ヒアリングの拡
大による改善は期待できない。

⑥その他の改善項目１

―

次回の発注において、現状分析を踏まえて、参加者の有無を確認する公募手続の試行採用も併せて検討
する。

③参入機会を確保する
ための公告期間の見直
し

公告期間の延長等

十分な期間（56日）を確保しているため未実施。

周知期間が十分に確保されており、これ以上の延長は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

④公告の認知機会を確
保するための周知方法
の改善

公告媒体の拡大、
声掛け等

公告媒体の拡大等による改善は想定できないため未実施。

十分に認知されており、１者応札の要因は別にあると考える。

②新規事業者に配慮し
た準備期間の十分な確
保

引継期間・習熟期
間・人員確保期間の
確保

履行期間に準備期間（1カ月間）を含んでおり、十分な期間を確保しているため未実施。

準備期間が十分に確保されており、これ以上の延長は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （株）URシステムズ

予 定 価 格 119,051,900円

落 札 率 97.02%

１者応札・応募の原因検証及び次回改善策

①参入を妨げない最大
限の工夫

参加資格・仕様書の
見直し等

仕様書には必要と思われる内容は記載しており、また、参加条件の緩和は業務の質の低下を招く恐れが
あると考える。

これ以上緩和すると、業務の質の低下を招く恐れがある。

契 約 内 容
令和5年稼働予定の家賃収納システムの開発に伴い、分譲・宅地管理システムのバッチ処理変更・データ
連携先を家賃収納システムに変更するための改修業務。

契 約 締 結 日 令和4年8月1日

履 行 期 間 令和4年8月2日

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和４年度分譲・宅地管理システムの改修業務

１者応札・応募事案フォローアップ票

発 注 担 当 部 署 名 本社　総務部　情報システム再構築課

入 札 及 び 契 約 方 式 一般競争入札
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～ 令和6年9月30日

契 約 金 額 177,325,315円

改善項目 視点

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

⑤ニーズ把握のための
業者等からの聴き取り

実効的な改善策を
講じるための事業者
側の事情の把握

業務の落札後、入札説明書を受領した事業者に対し、ヒアリングを実施した。

他社が構築した既存システムの改修であるため、システムを習熟するための費用と時間がかかること等か
ら参入が困難ということであった。次期調達については再構築となるため、本要因は解消される見込み。

③参入機会を確保する
ための公告期間の見直
し

公告期間の延長等

標準的な公告期間を確保しているため未実施。

周知期間が十分に確保されており、これ以上の延長は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

④公告の認知機会を確
保するための周知方法
の改善

公告媒体の拡大、
声掛け等

過年度業務と同様、過去の類似業務の入札参加経験者や過去問合せをしてきた者に対し、入札がある旨
を周知した。

入札説明書の受領については、過年度業務と同等数の事業者があったため、一定の効果があると判断
し、次回以降も実施する。

②新規事業者に配慮し
た準備期間の十分な確
保

引継期間・習熟期
間・人員確保期間の
確保

過去調達実績を踏まえ、十分な準備期間を確保しているため未実施。

準備期間が十分に確保されており、これ以上の延長は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （株）インターネットイニシアティブ

予 定 価 格 184,172,868円

落 札 率 96.28%

１者応札・応募の原因検証及び次回改善策

①参入を妨げない最大
限の工夫

参加資格・仕様書の
見直し等

競争参加資格における業務実績について、仕様書の基本要件であるコンテンツ総数５万ページに対し、同
４万ページ以上のホームページシステムの納入又は運用とし、参加条件を緩和した。

本緩和による影響は特になし。次期調達については再構築となるため、全般的に仕様書の見直しを行う予
定。

契 約 内 容
・サーバ・管理系端末・ネットワーク機器の借入
・稼働準備（構築）作業
・稼働維持業務　　　　　　　　　　　　　　　等一式

契 約 締 結 日 令和4年9月21日

履 行 期 間 令和4年10月1日

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和４年度ホームページシステム用機器の賃貸借

１者応札・応募事案フォローアップ票

発 注 担 当 部 署 名 本社　総務部　情報システム推進課

入 札 及 び 契 約 方 式 一般競争入札（総合評価方式）価格点：技術点＝１：１
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～ 令和6年9月30日

契 約 金 額 12,012,000円

改善項目 視点

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

⑤ニーズ把握のための
業者等からの聴き取り

実効的な改善策を
講じるための事業者
側の事情の把握

２社にヒアリングを実施。
どの事業者のヒアリング結果も同じ内容であり、１者応札の要因は、絞り込まれていると考える。

現時点での事業者のニーズは、把握・特定されているが、引き続き事業者への意見の聴取に務める。

③参入機会を確保する
ための公告期間の見直
し

公告期間の延長等

過年度より、標準的な公告期間より10日多い20日間としている。（土日祝祭日含まず）
この項目について、事業者から改善を求める意見はなかった。

周知期間が十分に確保されており、これ以上の延長は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

④公告の認知機会を確
保するための周知方法
の改善

公告媒体の拡大、
声掛け等

過去の類似業務に対して問い合わせのあった者に、入札がある旨周知した。

入札に関する認知は十分にされており、周知方法の工夫による１者応札の改善は期待できない。

②新規事業者に配慮し
た準備期間の十分な確
保

引継期間・習熟期
間・人員確保期間の
確保

履行期間には準備期間を含んでおり、標準的な期間を確保しているため未実施。
この項目については、事業者から改善を求める意見はなかった。

準備期間が十分に確保されており、これ以上の延長は、業務の遅延を招く恐れがあるため困難と考える。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 ＴＩＳ（株）

予 定 価 格 12,364,000円

落 札 率 97.15%

１者応札・応募の原因検証及び次回改善策

①参入を妨げない最大
限の工夫

参加資格・仕様書の
見直し等

参加条件の緩和は、本業務の質の低下を招く恐れがあるため未実施。仕様書には必要と思われる内容は
記載しており、この項目については、事業者からの改善を求める意見はなかった。

競争参加資格については、これ以上の緩和は、業務の品質低下が懸念されるため、この項目については、
これ以上改善策を講じることは困難と考える。仕様書には当該業務において必要と思われる事項はすべて
記載している。

契 約 内 容
本業務は、機構が行う業務及び工事管理の円滑な遂行、並びに業務及び工事に関する情報の適切な管
理を行うために開発された「技術管理部門情報化システム」についての保守サポート、問合せ対応、ソフト
ウェア・データ等を適切な状態に維持管理する業務である。

契 約 締 結 日 令和４年９月３０日

履 行 期 間 令和4年9月30日

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和４・５・６年度技術監理部門情報化システム維持管理業務　一式

１者応札・応募事案フォローアップ票

発 注 担 当 部 署 名 本社　技術・コスト管理部　企画課

入 札 及 び 契 約 方 式 一般競争入札
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～ 令和6年9月30日

契 約 金 額 29,178,072円

改善項目 視点

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

⑤ニーズ把握のための
業者等からの聴き取り

実効的な改善策を
講じるための事業者
側の事情の把握

前回と同様、２者にヒアリングを実施した。

いずれの事業者からも、自社システムや要員等の体制整備が必要になる点を要因として挙げており、ヒア
リングの拡大での改善は期待できない。

③参入機会を確保する
ための公告期間の見直
し

公告期間の延長等

標準的な公告期間より4日多い14日間とした。（標準的な公告期間は10日間、いずれも土日祝祭日含ま
ず。）

引き続き、周知期間が十分に確保し、新規参入の促進に努めていきたい。

④公告の認知機会を確
保するための周知方法
の改善

公告媒体の拡大、
声掛け等

入札説明書のＨＰ掲載を実施済。また、過去の類似業務の入札参加経験者４者に、入札がある旨周知し
た。

一部のヒアリング実施事業者から認知されていなかったため、引き続き声掛けを徹底する。

②新規事業者に配慮し
た準備期間の十分な確
保

引継期間・習熟期
間・人員確保期間の
確保

前回公募時に引き続き準備期間を長く確保するよう設定した。（45日間）

引き続き、準備期間が十分に確保し、新規参入の促進に努めていきたい。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 セントラル警備保障（株）

予 定 価 格 41,821,670円

落 札 率 69.77%

１者応札・応募の原因検証及び次回改善策

①参入を妨げない最大
限の工夫

参加資格・仕様書の
見直し等

仕様書には必要と思われる内容は記載しており、また、本業務を安定的・継続的に提供するためには、一
定程度の警備業務経験等が必要であるため、参加条件の緩和は業務の質の低下を招くおそれがあるため
未実施。

一定程度の警備業務経験等が必要であり、参加条件の緩和は業務の質の低下を招くおそれがあるため、
これ以上改善策を講じることは困難と考える。

契 約 内 容 東日本地区に存するＵＲ賃貸住宅の住戸において、居住者の状況確認等を行う業務

契 約 締 結 日 令和4年8月16日

履 行 期 間 令和4年10月1日

契 約 の 件 名 及 び 数 量 ＵＲ賃貸住宅状況確認等業務（東日本地区）

１者応札・応募事案フォローアップ票

発 注 担 当 部 署 名 東日本賃貸住宅本部　住宅経営部　調整課

入 札 及 び 契 約 方 式 一般競争入札（価格競争方式）
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～ 令和6年9月30日

契 約 金 額 10,036,224円

改善項目 視点

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

⑤ニーズ把握のための
業者等からの聴き取り

実効的な改善策を
講じるための事業者
側の事情の把握

３者へのヒアリングを実施。

いずれの事業者からも、自社システムや要員等の体制整備が必要になる点を要因として挙げており、ヒア
リングの拡大での改善は期待できない。

③参入機会を確保する
ための公告期間の見直
し

公告期間の延長等

標準的な公告期間より4日多い14日間とした。（標準的な公告期間は10日間、いずれも土日祝祭日含ま
ず。）

引き続き、周知期間が十分に確保し、新規参入の促進に努めていきたい。

④公告の認知機会を確
保するための周知方法
の改善

公告媒体の拡大、
声掛け等

入札説明書のHP掲載を実施済。過去の類似業務の入札参加経験者３社に入札がある旨周知した。また、
周知した事業者について、他支社と情報共有をおこなった。

引き続き、積極的な周知活動を行い、新規参入の促進に努めていきたい。

②新規事業者に配慮し
た準備期間の十分な確
保

引継期間・習熟期
間・人員確保期間の
確保

前回公募時に引き続き、準備期間を長く確保するよう設定済。（44日間）

引き続き、準備期間が十分に確保し、新規参入の促進に努めていきたい。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 セントラル警備保障（株）

予 定 価 格 16,614,620円

落 札 率 60.41%

１者応札・応募の原因検証及び次回改善策

①参入を妨げない最大
限の工夫

参加資格・仕様書の
見直し等

本業務を安定的・継続的に提供するためには、一定程度の警備業務経験等が必要であり、これ以上参加
資格を緩和すると業務の質の低下を招くおそれがあるため未実施。

一定程度の警備業務経験等が必要であり、参加条件の緩和は業務の質の低下を招くおそれがあるため、
これ以上改善策を講じることは困難と考える。

契 約 内 容 西日本地区に存するUR賃貸住宅の住戸において状況確認等を行う業務

契 約 締 結 日 令和4年8月16日

履 行 期 間 令和4年10月1日

契 約 の 件 名 及 び 数 量 UR賃貸住宅状況確認等業務（西日本地区）

１者応札・応募事案フォローアップ票

発 注 担 当 部 署 名 西日本支社　大阪エリア経営部　ウェルフェア推進課

入 札 及 び 契 約 方 式 一般競争入札

25/29ページ



～ 令和6年9月30日

契 約 金 額 3,125,760円

改善項目 視点

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

⑤ニーズ把握のための
業者等からの聴き取り

実効的な改善策を
講じるための事業者
側の事情の把握

２者へのヒアリングを実施。(自社システムによる緊急通報信号以外の、他者の指示に基づき対応する本
業務については、別途体制の整備等が必要となることから参加を見送った、とのことであった。)

いずれの事業者からも、自社システムや要員等の体制整備が必要になる点を要因として挙げており、ヒア
リングの拡大での改善は期待できない。

③参入機会を確保する
ための公告期間の見直
し

公告期間の延長等

標準的な公告期間より4日多い14日間とした。（標準的な公告期間は10日間、いずれも土日祝祭日含ま
ず。）

引き続き、周知期間が十分に確保し、新規参入の促進に努めていきたい。

④公告の認知機会を確
保するための周知方法
の改善

公告媒体の拡大、
声掛け等

入札説明書のHP掲載を実施済。また、他支社において過去の類似業務の入札参加経験者や過去に問い
合わせのあった者2社に、入札がある旨周知した。

引き続き、積極的な周知活動を行い、新規参入の促進に努めていきたい。

②新規事業者に配慮し
た準備期間の十分な確
保

引継期間・習熟期
間・人員確保期間の
確保

前回公募時に引き続き準備期間を長く確保するよう設定済。（35日間）

引き続き、準備期間が十分に確保し、新規参入の促進に努めていきたい。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 セントラル警備保障（株）

予 定 価 格 4,063,620円

落 札 率 76.92%

１者応札・応募の原因検証及び次回改善策

①参入を妨げない最大
限の工夫

参加資格・仕様書の
見直し等

本業務を安定的・継続的に提供するためには、一定程度の警備業務経験等が必要であり、これ以上参加
資格を緩和すると業務の質の低下を招くおそれがあるため未実施。

一定程度の警備業務経験等が必要であり、参加条件の緩和は業務の質の低下を招くおそれがあるため、
これ以上改善策を講じることは困難と考える。

契 約 内 容 本業務は、九州地区に存するUR賃貸住宅の住戸において状況確認等を行う業務である。

契 約 締 結 日 令和4年8月26日

履 行 期 間 令和４年10月１日

契 約 の 件 名 及 び 数 量 UR賃貸住宅状況確認等業務（九州地区）

１者応札・応募事案フォローアップ票

発 注 担 当 部 署 名 九州支社　住宅経営部　ウェルフェア推進課

入 札 及 び 契 約 方 式 一般競争入札
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～ 令和7年3月20日

契 約 金 額 73,011,400円

改善項目 視点

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

④公告の認知機会を確
保するための周知方法
の改善

公告媒体の拡大、
声掛け等

⑤ニーズ把握のための
業者等からの聴き取り

実効的な改善策を
講じるための事業者
側の事情の把握

BIMコンサル業務、研修業務を実施している者3者に声かけを実施。

入札に関する認知は十分されており、周知方法の工夫による１者応札の改善は期待できない。

BIMコンサル業務、研修業務を実施している者2者程度に声かけを実施した結果、本業務はUR各支社が所
在するエリアでの対面研修が要件だが、拠点が東京のみのため、全国での会場の確保やソフト・機材の手
配の観点で、応募要件に合致しない、開催時期が詰めた日程になっており、対応が難しい、サポート体制
の確保が困難等で参加を辞退するとのことだった。

本業務を通して、研修受講者のBIM習熟度を踏まえながら、研修形態の再検討、サポート体制の必要可否
等を改めて検証する。また、ヒアリング対象拡大のため、BIMコンサルや研修業務を実施している者の新規
開拓を検討する。

本業務は、今後、機構におけるBIMの活用を想定し、BIM未経験者が大半の機構職員等に向けて①BIMソ
フトウェアの初歩的な操作方法、②機構が想定するBIMモデルの作成手順や知識、③成果品イメージ、等
を習得又は共有することで、研修受講者が機構のBIMモデル活用目的や、設計等に要する作業内容や作
業量に係る理解を深めることを目的とした研修を実施する業務。

②新規事業者に配慮し
た準備期間の十分な確
保

引継期間・習熟期
間・人員確保期間の
確保

③参入機会を確保する
ための公告期間の見直
し

公告期間の延長等

標準的な公告期間を確保しているため未実施。

標準的な公告期間よりもさらに余裕を持った公告期間の設定を検討。

①参入を妨げない最大
限の工夫

参加資格・仕様書の
見直し等

契 約 内 容

契 約 締 結 日

履 行 期 間

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

予 定 価 格

落 札 率

令和4年7月19日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

発 注 担 当 部 署 名

入 札 及 び 契 約 方 式

１者応札・応募事案フォローアップ票

本社　住宅経営部　保全技術課

一般競争入札

令和４年度機構のＢＩＭガイドラインに基づくモデリング研修業務

令和4年7月20日

（株）大塚商会

78,653,300円

92.83%

１者応札・応募の原因検証及び次回改善策

業務の特性上、研修内容を変更することは困難だが、一方で契約期間の大くくり化を実施し、事業者の参
入意欲向上に努める。また、前回業務の成果品や各種ガイドライン等を閲覧に供する。

⑤における事業者ヒアリングの課題を考慮し、本業務を通して参加資格・仕様書の見直しの可否を検証し、
次回業務への反映を検討する。

標準的な公告期間を確保しているため未実施。

標準的な公告期間よりもさらに余裕を持った公告期間の設定を検討。

27/29ページ



～ 令和8年3月31日

契 約 金 額 6,480,760円

改善項目 視点

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

契 約 の 件 名 及 び 数 量 神田錦町三丁目「キンキン広場」維持管理及び施錠管理業務

１者応札・応募事案フォローアップ票

発 注 担 当 部 署 名 東日本都市再生本部　都心業務部　事業推進第1課

入 札 及 び 契 約 方 式 一般競争入札

契 約 内 容
千代田区神田錦町三丁目における当機構保有地「キンキン広場」について、巡回及び報告・鍵の解錠及び

 施錠並びにベンチ３台の安全管理等を行う業務

契 約 締 結 日 令和4年7月21日

履 行 期 間 令和4年8月1日

②新規事業者に配慮し
た準備期間の十分な確
保

引継期間・習熟期
間・人員確保期間の
確保

開札日から業務開始日までの期間を、前回公募時は７日間だったが、今回公募時は13日間確保すること
で引継・習熟・人員確保の期間を確保できるよう見直した。

準備期間については、標準的な期間より長く確保されており、準備期間の延長による１者応札の改善は難
しい。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 東宝総合警備保障（株）

予 定 価 格 6,523,000円

落 札 率 99.35%

１者応札・応募の原因検証及び次回改善策

①参入を妨げない最大
限の工夫

参加資格・仕様書の
見直し等

公示文書の記載をわかりやすく見直したほか、業務の報告書の様式を添付して、公募参加者にとってより
分かりやすい仕様書となるよう見直した。

仕様書について、事業者等からの聞き取りを踏まえ、引き続きわかりやすい仕様書作成に努める。

③参入機会を確保する
ための公告期間の見直
し

公告期間の延長等

標準的な競争参加資格申請書の提出期間より4日多い11日間とした。

周知期間については、標準的な期間より長く確保されており、公募期間の延長による１者応札の改善は難
しい。

④公告の認知機会を確
保するための周知方法
の改善

公告媒体の拡大、
声掛け等

公告後に同種業務を行っている複数者に声掛けを実施した。

入札に関して更なる認知を図るため、声掛けの範囲を拡大する。

⑤ニーズ把握のための
業者等からの聴き取り

実効的な改善策を
講じるための事業者
側の事情の把握

前回の業務を行っている事業者にヒアリングを行った際、報告内容を予め仕様書に定めるよう要望があっ
たため、改善項目①のとおり見直しを実施した。

同種業務の経験のある２者に参加しなかった理由をヒアリングしたところ、業務内容自体は対応可能なも
のの、今回に限っては当該業務の遂行に必要となる人員を確保するのが難しいことから参加を見送ったと
のことであった。
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～ 令和5年3月31日

契 約 金 額 4,387,680円

改善項目 視点

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和４年度東京都区内における事務所及び店舗の複合用途建物に係る施設管理等業務

１者応札・応募事案フォローアップ票

発 注 担 当 部 署 名 東日本都市再生本部　アセット活用部　活用企画課

入 札 及 び 契 約 方 式 一般競争入札

契 約 内 容

主な業務内容は次のとおり。
①　事務の代行に関する業務
②　建物の保安に関する業務
③　設備の保守・管理に関する業務
④　衛生管理に関する業務
⑤　防火に関する業務
⑥　建物の修繕に関する業務
⑦　その他建物管理に必要な業務

契 約 締 結 日 令和4年9月15日

履 行 期 間 令和4年10月1日

②新規事業者に配慮し
た準備期間の十分な確
保

引継期間・習熟期
間・人員確保期間の
確保

契約締結後、履行開始までに約2週間の業務引継ぎ期間を含んでおり、標準的な期間を確保しているため
未実施。

現在の約２週間程度の引継ぎ期間に、＋１週間程度を確保することとする。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 平成ビルディング（株）

予 定 価 格 4,960,560円

落 札 率 88.45%

１者応札・応募の原因検証及び次回改善策

①参入を妨げない最大
限の工夫

参加資格・仕様書の
見直し等

競争参加資格について、業務実績を緩和した。
・前回10区画から今回５区画に緩和
・実績棟数を10件から５件に緩和
・実績面積を1,000㎡以上から500㎡以上
また、過年度業務において、仕様書はHPに開示していなかったが、物件の保安保全に係る住所や図面等
の物件情報を除き、業務概要を記載した仕様書の「業務項目編」をHPに掲載し、公募参加者にとってより
わかりやすい仕様書となるよう見直した。

これ以上の参加条件の緩和は業務の質の低下に繋がるおそれがあるため困難と考える。

③参入機会を確保する
ための公告期間の見直
し

公告期間の延長等

業者の書類準備期間を考慮し、公告期間として標準より+5日ほど長い実働14日（休暇含め19日）を設定し
た。

周知期間が十分に確保されており、これ以上の延長は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

④公告の認知機会を確
保するための周知方法
の改善

公告媒体の拡大、
声掛け等

過年度業務で入札説明書等のHP掲載を実施したが、今回も複数者に公告がある旨周知した。

入札に関して更なる認知を図るため、声掛けの範囲を拡大する。

⑤ニーズ把握のための
業者等からの聴き取り

実効的な改善策を
講じるための事業者
側の事情の把握

２者にヒアリングを行った過年度に引き続き、３者にヒアリングを実施した。

現時点での事業者のニーズは把握・特定されているが、引続き事業者の意見の聴取に努めるとともに、日
常の同種業務等で関わりがあった事業者に対し、積極的にヒアリングを行う。
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